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研究要旨： 

（研究１）先行研究により作成された「産業保健スタッフ向け危機対応マニュアル（以下マニュ

アル）」は、危機時に生じうる産業保健ニーズを網羅的が掲載されており、種類にかかわらず

多くの危機事象に応用可能と考えられる。しかし，職場における産業保健スタッフの職種や人

数，その役割はさまざまであり，危機事象の種類や規模によって生じるニーズも異なるため，

本マニュアルに記載されていない産業保健ニーズが発生する可能性がある。 
新たな危機事象に対応した事例で発生した産業保健ニーズを調査して、マニュアルの改

訂を行った。対象となった事例は、熊本地震において製造設備が壊滅的な影響を受け、操業

再開に向けて大きな困難が生じた事例であり、企業施設内での人的損害は発生していない。

調査事例では、全フェーズを通して 58 個のニーズが挙がり、そのうち新たな産業保健ニーズ

は７つであった。その結果をもとに、ニーズを追加するなどの改訂を行った。 
（研究２）危機事象発生時への産業保健職の対応の実効性を高めるためには、十分な準備

が行われていることが必要と考えられた。そこで、先行研究によって作成された事前準備チェ

ックリストについて、マニュアルで示された知見を利用して改訂を行い、5 つの中項目、30 項

目のアクションフレーズから成るチェックリストを作成した。中項目は、(1)災害発生後の組織体

制・仕組みづくり、(2)産業保健スタッフの体制・仕組みづくり、(3)シナリオ作成・訓練、(4)健康

障害ハイリスクグループの想定とアプローチ方法の検討、(5)外部資源とのネットワーク構築か

ら成る。産業保健スタッフは、本アクションチェックリストを用いて、企業内や事業場内で災害

や事故などの危機事象が発生した際に想定される産業保健ニーズに対して、必要な事前準

備事項を洗い出し、優先順位をつけて改善策を検討し、関係者に働きかけていくことが望ま

れる。 

研究協力者 

五十嵐侑 東北大学大学院医学系研究科産業医学分野 医師 

松岡朱理 HOYA 株式会社 産業医 

横川智子 東海旅客鉄道株式会社 産業医 

 

 

 

 



A. 研究の背景と目的 

（研究１） 

近年、企業において、自然災害や工場

事故などさまざまな危機事象が発生して

いる。そのような危機事情が発生した際，

従業員はさまざまな健康障害リスクに直

面し，またそのリスクは時間経過ととも

に変化していく 1-4。産業保健スタッフは、

それらの健康障害リスクから 従業員の

健康を守るために、適切にリスク評価を

行うとともに、優先順位をつけて予防的

介入を行っていく必要がある。これまで

危機事象発生時において適切な対応を行

うためには、危機管理体制の構築やシナ

リオに基づく備品の準備、訓練など、事

前の対策が重要であると考えられていた。

そのような準備の重要性は否定されない

が、想定したシナリオ通りの事象が発生

するとは限らず、適切な準備を行ってい

ても実際に危機事象が発生した際には、

臨機応変な対応が求められることが少な

くない。前述のように、企業内における

危機事象がしばしば 発生しているが、事

業場ごとにみるとその発生頻度は低い。

そのためほとんどの産業保健スタッフに

とって、長年の産業保健活動の中でも大

きな危機事象の経験は少なく、また危機

は多様であるため、危機事象発生時の対

応経験を蓄積して、習熟していくことは

不可能である。そのような場合は本来、

他の事例に学ぶ必要があるが、危機事象

発生後の従業員の健康障害リスクやその

対応については、企業側の公表が許可さ

れないことが多く、これまで危機発生後

の産業保健スタッフの対応に関して体系

的かつ具体的に示した文献はほとんど存

在しないのが現状であり、過去の事例を

基にした学習も容易ではない。  

そのような状況の基で、先行研究にお

いて、実際に発生した複数の危機事象を

調査し、その中であがっていたすべての

産業保健ニーズを時間軸（フェーズ）と 
ニーズの性質（カテゴリー）をマトリッ

クスに集約し、その解説文を加えた「産

業保健スタッフ向け危機対応マニュアル

（以下、マニュアル）」を作成した 5-6。本

マニュアルは、危機事象発生時に生じう

る産業保健ニーズに対し高い網羅性があ

り、種類にかかわらず多くの危機事象に

応用可能と考えられる。実際に熊本地震

や工場火災事故が発生した際、一部の事

業場で活用され、その有効性が確認され

ている 7。 
しかし、職場における産業保健スタッ

フの職種や人数，その役割はさまざまで

あり、危機事象の種類や規模によって生

じるニーズも異なるため，本危機対応マ

ニュアルに記載されていない産業保健ニ

ーズが発生する可能性がある。したがっ

て、新たな災害事象への対応事例を追加

していく必要がある、 
そこで、本研究では、すでに発生した

事例をさらに検討することによってマニ

ュアルを改訂し、より多くの危機事象に

対応できる内容とすることを目的とした。 
 

（研究 2） 

危機事象発生時の生じる産業保健ニーズ

への対応可能性を高めるためには、予め各

企業で想定される災害やそれに伴う従業員

の健康障害リスクを明確化し、そのために必

要な対応ルールや体制を整備するなど、事

前準備をした上で、日頃から訓練しておくこ

とが重要である。そこで、改訂したマニュア

ルの収載ニーズに対応するために必要な事

前準備を明確にし、産業保健スタッフが自



律的に災害に備えることができるためのツー

ルを作成することを目的とした。 

B．方法 

（研究１） 

熊本地震の際にマニュアルを活用して

対応が行われた事例をもとに改訂を行う

こととした。既存のマニュアルとの比較

に関して、以下の項目をインタビューに

よって聴取した。 
 新たな産業保健ニーズ 
 既存の産業保健ニーズに追記する事

項 
 その他改善点 
そのうえで、研究班員による改善点の

抽出およびマニュアル改訂案作成を行い、

研究班会議において研究班員の見解も加

えた上で修正点を整理し、改訂版を完成

させた。 
（研究 2） 
５名の研究メンバーのうち、3 名が原案作

成、2 名を原案レビュー担当とした。まず、原

案作成担当メンバーが、危機対応マニュア

ルの産業保健ニーズリストに収載されている

107 のニーズ一つひとつに対して、「災害時

にそのニーズに対して円滑に対応するため

の事前準備として何が必要か」という観点か

ら、必要と思われる事前準備項目について

それぞれ付箋に記載し、コーディングした。

例えば、[産業保健スタッフ間の緊急連絡]と

いうニーズに対して、 [危機事象発生時の

産業保健スタッフ間の連絡網の整備が必

要]と[危機発生時に連絡網が定期的に更新

されているか、運用できることの確認が必要]

といった準備項目が挙げられ、それぞれに

[産業保健スタッフの役割分担]と、[シナリオ

作成・訓練]というコーディングを行った。そし

て、列挙された準備項目のコーディングの

継続的比較を行った。これらを、KJ 法により

カテゴリー化して、中項目と大項目を作成し

た。そのうえで、準備項目に対するアクション

フレーズ（AP）を作成し小項目とした。また、

立石らが過去に作成した既存の事前対策チ

ェックリストの内容 8 から、必要なアクションを

追加し、事前準備チェックリスト改訂原案とし

た。さらに、原案レビュー担当メンバーがレ

ビューを行い、いくつかの改善を提案し、そ

れを受けて研究メンバー全員で項目や文言

の見直しを行った。 

Ｃ． 結果 

（研究１） 

対象となった事例は、熊本地震におい

て製造設備が壊滅的な影響を受け、操業

再開に向けて大きな困難が生じた事例で

ある。企業施設内での人的損害は発生し

ていない。 
この事例では、全フェーズを通して 58

個のニーズが挙がり、そのうち新たな産

業保健ニーズは７つ、既存ニーズの同じ

ものや参考にできたものが 51 であった。

事例経験により、既存マニュアルの改善

が必要な箇所が複数挙がった。 
その結果をもとに改善を行ったマニュ

アルは、計 107 個のニーズとなった。マ

ニュアルの改訂点は、以下のとおりであ

る。 
(1) 事例に基づき新たに収載したニーズ

（７個） 
 病院の稼働状況の確認（初期対応期） 
 健康支援体制の充実（初期対応期） 
 構内請負会社/設備メーカーに対する

安全衛生教育（復旧計画期） 
 構内請負会社/設備メーカーに対する

安全衛生教育（再稼動準備期） 
 出社していない健康ハイリスク者へ

のケア（復旧計画期） 
 避難所に避難している社員へのケア



（復旧計画期） 
 移動に困難を伴う者への作業場所/避

難経路の確認（再稼動準備期） 
(2) 事例とは別に研究班会議で必要と 
考えられた新たなニーズ（2 個） 

 職場巡視（復旧計画期） 
 職場巡視（再稼動準備期） 
(3) 既存のニーズの名称を変更し 
解説に反映したニーズ(５個) 

 事故調査班の過重労働対策 
→過重労働者へのケア（復旧計画期） 
 事故調査班への過重労働対策 
→過重労働者へのケア（再稼動計画期） 
 過重労働対策 
→過重労働者へのケア（再稼動準備期） 
 社内誌等での健康情報の発信 
→健康情報の発信（再稼動準備期） 
 危機管理マニュアルの改訂 
→BCPや危機管理マニュアルの改訂（再

稼動期） 
(4) 既存のニーズを集約し解説に反映し

たニーズ（1 個） 
 応急対応に必要な医薬品の提供 
医薬品の補充→医薬品の提供･補充（初

期対応期） 
(5) 既存のニーズのカテゴリー変更(2 個) 
 他事業所からの応援要員に対する安

全衛生教育（復旧計画期） 
C：産業保健サービスのインフラ 
→D：現場の安全衛生 

 他事業所からの応援要員に対する安

全衛生教育（再稼動準備期） 
C：産業保健サービスのインフラ 
→D：現場の安全衛生 

(5) 事例に基づき既存のニーズの解説に

反映したニーズ（７個） 
 産業保健スタッフ間の緊急連絡（緊急

対応期） 

 洗面所やトイレの衛生状態の確認（初

期対応期） 
 仮眠スペース及び応援要員の住居の

確保（初期対応期） 
 多方面からの構内状況の情報収集（初

期対応期） 
 診療所の安全確保および修復（初期対

応期） 
 従業員の健康障害について管理職へ

報告（復旧計画期） 
 健康情報の発信（再稼動準備期） 
(6) 事例であがったニーズが既存ニーズ

と同じであったが、以下のマニュアル記

載ルールに則り、解説文を修正した 
（マニュアル記載における表現に関する

ルール） 
3 事業所以上でニーズが挙がったもの 
⇒「～します」 
2 事業所でニーズが挙がったもの 
⇒「～することがあります」 
1 事業所でニーズが挙がったもの 
⇒「～する場合があります」 

(7) 危機事象の際には必ずしも事業所が

復旧し再稼動しない可能性があるため、

「事業所の移転や事業規模の縮小の可能

性」に関するコラムを追加した。 
(8) その他、研究概要や謝辞について修

正するとともに、改訂概要を追加した。 

 

（研究２） 

事前準備チェックリスト改訂原案は、大

項目として [1.日常の産業保健の強化

（AP13 項目）]と、[2.災害に向けた準備

（中項目 4、AP51 項目）]で構成された。

原案レビューの結果、ツールの分かりや

すさを考慮して、災害の準備として特有

のものに特化することや、中項目の分離

や AP で表した準備項目を集約し使いや



すさを高める必要があること、文言の見

直しについて提案があった。見直しを行

った結果、大項目は[災害に向けた準備]
のみとして、その中項目として(1)災害発

生後の組織体制・仕組みづくり(AP12)、
(2)産業保健スタッフの体制・仕組みづく

り(AP9)、(3)シナリオ作成・訓練(AP3)、
(4)健康障害ハイリスクグループの想定と

アプローチ方法の検討(AP4)、(5)外部資

源とのネットワーク構築(AP2)の 5 つに

カテゴリー化され、計 30 項目の APから

成るチェックリストが完成した 

 

D．考察 

（研究１） 

本マニュアルは、実際の危機事象に対し

て活用され、その有効性が確認されてい

るが、本研究による改訂で、さらに有効

性が高まったと考えられる。 
危機事象に対して多くの企業は事前に

作成された事業継続計画（BCP）に基づ

いて事業所の復旧や再稼動を図っていく。

しかし、必ずしもすべての事業所がそう

とは限らない。例えば、元々、移転を計

画していた、事業縮小を予定していた、

経営状態が不良である、被災の程度が大

きく原状復帰より移転の方が効率的であ

るなどの場合は、事業規模の縮小あるい

は事業所の閉鎖という経営判断がなされ

る可能性がある。そうした場合において

は、産業保健スタッフの対応も大きく変

わる。そのため、事業所に所属する産業

保健スタッフは、事業継続マネジメント

（BCM）の中で、危機事象発生後の事業

の先行きを見通すことが求められる。本

マニュアルは、危機事象によって被災し

た事業所が、復旧し再稼動を目指すこと

を前提に作成されているが、そのような

視点を持つことが重要であると考えられ

たため、コラムとして「事業所の移転や

事業規模の縮小の可能性」を追加した。 
 今後の課題としては主に次の 3 つであ

る。 
１．危機事象への対応は前述の通り危機

事象そのものや、事業所側の事情、産業

保健スタッフ側の事情などによって異な

る。危機事象だけでも、発生しうる危機

事象としても、自然災害、パンデミック、

テロリズム、工場爆発、犯罪など、その

種類は無数にある。本マニュアルをそれ

らにも対応可能なものとするために、新

たな災害事象への対応事例を継続的に追

加し、マニュアルを改訂していく必要が

ある。 
２．マニュアルの周知は十分ではなく、

多くの産業保健スタッフに認知されてい

るとは言い難いのが現状である。そのた

め、研修会や専門学会などで周知活動を

行うほか、産業保健総合支援センターの

ホームページなどにリンクを掲載するこ

とで周知を図る必要がある。実際に熊本

震災の際には、熊本産業保健総合支援セ

ンターにリンクが掲載された。また、危

機事象へ対応する産業保健スタッフのト

レーニングも重要であり研修会を定期的

に行っていく必要がある。 
３．危機事象が発生した際に、マニュア

ルが活用されるためには以下の３つのル

ートが考えられる。 
1) 事前に本マニュアルを取得している 
2) 危機事象が発生した事業所の産業保

健スタッフに直接マニュアルを送る 
3) 事業所の産業保健スタッフがホーム

ページからマニュアルをダウンロードす

る。 
しかし、前述の通りマニュアルの認知



度は低いことが予想され、危機事象発生

時点でマニュアル取得している可能性は

低い。また一方で２）、３）についても、

危機事象発生時には電気や通信環境が機

能していない状況も想定され、産業保健

スタッフの手元には届かない可能性があ

る。そのため、産業保健ニーズリストや

初期対応期のみの解説・アクションチェ

ックリストといった簡易版のマニュアル

の必要性も考えられる。 
（研究２） 

実際の危機発生時の産業保健ニーズを基

に作成されたマニュアルのニーズリストをもと

に、事前準備事項チェックリストを改訂するこ

とで、より妥当性が高い事前準備のためのツ

ールを作成した。産業保健スタッフは、本ア

クションチェックリストを用いて、企業内や事

業場内で災害や事故などの危機事象が発

生した際に想定される産業保健ニーズに対

して、必要な事前準備事項を洗い出し、優

先順位をつけて改善策を検討し、関係者に

働きかけていくことが望まれる。具体的には、

事業場の BCP の中に労働者の健康確保対

策を位置付けることや、危機対応組織の中

での産業保健専門職の役割を明確にするこ

となどの体制整備を求めることが必要である。

訓練で用いるシナリオに労働者の健康確保

対策（一次救命処置やトリアージ、現場で発

生した化学物質への対応や、水・食料・睡

眠・トイレなどの衛生管理対応、危機事象に

対して脆弱性の高い労働者障害者や透析

などの特別な医療を必要とする者への対応

など）を反映させることなどが必要である。そ

して、訓練の結果や実際の危機事象への対

応経験をもとに準備事項の見直しを図ること

で、危機事象発生時の産業保健ニーズに

円滑に対応していける可能性が高めること

が期待される。しかし、危機事象発生時に産

業保健ニーズに適切に対応するためには、

日常の産業保健活動が基盤として重要性で

あるため、危機事象対策として事前準備は、

日常の産業保健活動の見直し・強化の機会

であると考えることもできる。 

新たな災害が発生した際に、マニュアルで

取り上げられていない産業保健ニーズが発

生する可能性がある。そのため、本事前準

備チェックリストの活用事例や、災害発生時

の産業保健ニーズに関する情報を継続的

に収集し、マニュアルとともに、本事前準備

チェックリストの改善を図っていく必要があ

る。 
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